
川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定制度実施要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定制度の実施に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 

（定 義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）中小企業等  

   次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

ア 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中小企業者 

イ 中小企業信用保険法（昭和 25 年法律第 264 号）第２条第１項に規定する中小企

業者 

ウ 学校法人 

エ 社会福祉法人 

オ 一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人 

カ アからオに掲げる者に準ずるものとして市長が適当と認める者 

（２）条例 川崎市地球温暖化対策等の推進に関する条例をいう。 

（３）計画書 条例第 10 条第３項に規定される中小規模事業者用脱炭素化取組計画書を

いう。 

 

（認定の要件） 

第３条 市長の認定を受けることができる者は、次の各号に掲げる全ての要件を満たす者と

する。 

 （１）中小企業等であること 

 （２）本市の区域内に事業所を設置していること 

 （３）計画書を市長に提出し、その内容について、市が審査を終了していること 

 （４）条例第 10 条第１項に規定される特定事業者でないこと 

 （５）次の掲げる要件のいずれにも該当しない者であること 

ア 法人市民税及び事業所税の滞納がある者 

イ 川崎市暴力団排除条例（平成 24 年川崎市条例第５号）第２条第１号に規定する暴

力団、同条第２号に規定する暴力団員、同条第３号に規定する暴力団員等、若しく

は同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は第７条に規定する暴力団員等

と密接な関係を有すると認められる者 

ウ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は

第２項に規定する行為をしている者 

エ その他関係法令等に違反する重大な事実があること又は社会通念上、認定するに



ふさわしくないと判断される事由があること 

 

 （申請方法） 

第４条 この要綱による認定を新たに受けようとする事業者（以下第５条において「申請者」

という。）は、「川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定申請書」（様式第１―１号）

により、市長に申請するものとする。 

２ 市長の認定の更新を受けようとする事業者は、「川崎市脱炭素経営アクション推進事業

者認定更新申請書」（様式第１－２号）により、市長に申請するものとする。 

 

 （事業者の認定） 

第５条 市長は、前条第１項又は第２項の規定よる申請があったときは、認定の可否につい

て審査し、当該事業者が第３条の認定要件に適合すると認めたときは、当該事業者に対し

て「川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定書」（様式第２号）を交付するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、当該事業者が第３条に規定する認定の要件を満

たさないと認められたときは、当該事業者に対して、その理由を付して通知するものとす

る。 

３ 第１項の規定による認定の期間は、次のとおりとする。 

（１）計画書の受理日が条例施行規則第５条第１項に規定される期日までの場合 

   計画書の計画期間の最終年度の翌年度の７月末まで 

（２）計画書の受理日が条例施行規則第５条第１項に規定される期日の翌日以降の場合 

   計画書を提出した年度の翌年度の７月末まで 

４ 前項第２号の規定による認定を受けた者は、翌年度に、前項第１号の規定による認定を

受けなければならない。 

５ 市長は、必要に応じ前条に規定する申請者又は第１項の規定により市長の認定を受けた

者（以下「認定事業者」とする。）が、第３条第５号の規定に該当するか否かを神奈川県

警察本部長に対して確認を行うことができる。申請者又は認定事業者は、当該確認のため

に個人情報を神奈川県警察本部長に提供し、確認を行うことについて同意することとする。 

 

 （認定の取下げ） 

第６条 認定事業者は、次の各号のいずれかに該当した場合は、速やかに「川崎市脱炭素経

営アクション推進事業者認定取下げ書」（様式第３号）その他市長が必要と認める書類を

市長に提出しなければならない。 

（１）認定に係る計画書について、条例に規定する廃止をしたとき 

（２）第３条に規定する要件を満たさなくなったとき 

 

 （認定の取消し） 

第７条 市長は、認定事業者が、次の各号に掲げる事項のいずれかに該当すると認める場合



は、その認定を取り消すことができる。 

（１）第３条に規定する要件を満たさなくなったことを確認したとき 

（２）条例第 11 条第１項に規定される報告書について、条例に規定される期日までに提

出されないとき 

（３）不正な手段により認定を受けたとき 

２ 市長は、前項の規定により認定の取消しをしたときは、速やかにその旨を当該事業者に

通知するものとする。 

３ 第１項の規定による認定の取消しにより発生する損失は、当該事業者が負担するものと

する。 

 

（認定事業者への支援） 

第８条 認定事業者は、認定期間中に「川崎市脱炭素経営アクション推進事業者」の呼称を

使用することができる。 

２ 市長は、認定事業者に対し、必要と認める支援を行うものとする。 

 

 （報告及び調査） 

第９条 市長は、必要があると認めるときは、条例の規定に基づき、認定事業者に対して計

画書について報告を求め、又は調査を行うことができる。 

 

 （市への協力） 

第１０条 認定事業者は、自らが行う地球温暖化対策について、積極的に広報することに努

めるほか、本市が行う地球温暖化対策に関する事業に協力するものとする。 

 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

附 則 

  （施行期日） 

    この要綱は、令和７年４月１日から施行する。



様式第１―１号 

 

川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定申請書 

 

年  月  日  

 

（宛先）川崎市長 

 

（申請者）                   

所 在 地                  

会 社 名                  

代表者役職・氏名              

 

 

川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定制度実施要綱第４条第１項の規定により、認

定を受けたいので申請します。 

 

業種等 

（該当するものに〇を記入） 

中小 

企業者 

 製造業その他  小売業 

 卸売業  サービス業 

 上記以外 

資本金の額又は出資の総額      万円 

常時使用する従業員の数 

（該当するものに○を記入） 

 0～ 20 人  101～300 人 

 21～ 50 人  301～900 人 

 51～100 人  901 人～ 

欠格要件への該当性等 

（右欄に○を記入） 

 ・川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定制度実

施要綱第３条第５号に掲げる欠格要件のいずれにも該

当しません。 

・また、市から、同要件に該当しないことを確認するた

め、役員等名簿の情報提供を求められた場合は、直ちに

応じることを誓約します。 

・加えて、上記名簿を神奈川県警察本部長に提供し、確

認を行うことについて同意します。 

・さらに、同要綱第７条の規定に基づき、市から認定の

取消しを受けた場合も、異議は一切申し立てません。 

担当者連絡先 

所属  氏名  

所属所在地  TEL  

  E-mail  

備考 中小規模事業者用脱炭素化取組計画書を添付してください。 

  



様式第１―２号 

 

川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定更新申請書 

 

年  月  日  

 

（宛先）川崎市長 

 

（申請者）                   

所 在 地                  

会 社 名                  

代表者役職・氏名              

 

 

川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定制度実施要綱第４条第２項の規定により、認

定の更新を受けたいので申請します。 

 

直近の認定年月日等 
認定 

年月日   年 月 日 認定番号 第      号 

業種等 

（該当するものに〇を記入） 

中小 

企業者 

 製造業その他  小売業 

 卸売業  サービス業 

 上記以外 

資本金の額又は出資の総額      万円 

常時使用する従業員の数 

（該当するものに○を記入） 

 0～ 20 人  101～  300 人 

 21～ 50 人  301～900 人 

 51～100 人  901 人～ 

欠格要件への該当性等 

（右欄に○を記入） 

 ・川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定制度実

施要綱第３条第５号に掲げる欠格要件のいずれにも該

当しません。 

・また、市から、同要件に該当しないことを確認するた

め、役員等名簿の情報提供を求められた場合は、直ちに

応じることを誓約します。 

・加えて、上記名簿を神奈川県警察本部長に提供し、確

認を行うことについて同意します。 

・さらに、同要綱第７条の規定に基づき、市から認定の

取消しを受けた場合も、異議は一切申し立てません。 

担当者連絡先 

所属  氏名  

所属所在地  TEL  

  E-mail  

備考 中小規模事業者用脱炭素化取組計画書を添付してください。 



 



様式第３号 

 

川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定取下げ書 

 

年  月  日  

 

（宛先）川崎市長 

 

（申請者）                   

所 在 地                  

会 社 名                  

代表者役職・氏名              

 

 

川崎市脱炭素経営アクション推進事業者認定制度実施要綱第６条の規定により、認定の取

下げを申請します。 

 

認定年月日等 
認定 

年月日   年 月 日 認定番号 第      号 

取下げ理由 

（該当する項

目の具体的な

理由を記入） 

認定に係る計画

書について、廃止

をしたとき 

 

 

 

 

 

 

 

要綱第３条に規

定する要件を満

たさなくなった

とき 

 

 

 

 

 

 

 

担当者連絡先 

所属  氏名  

所属所在地  TEL  

  E-mail  

  


